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Ｑ
１ 

私
病
で
入
院
中
の
従
業
員
が
、
残
っ
て
い
る
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
申

請
を
し
て
き
ま
し
た
。
そ
の
従
業
員
は
既
に
休
職
が
発
令
さ
れ
て
い
る

の
で
す
が
、
休
職
中
に
年
次
有
給
休
暇
は
取
得
で
き
る
の
で
す
か
。 

 

Ａ
１ 

休
職
と
は
、
会
社
に
在
籍
し
た
ま
ま
長
期
間
の
労
働
義
務
が
免
除
さ

れ
、
か
つ
雇
用
契
約
は
そ
の
ま
ま
持
続
す
る
こ
と
を
い
い
ま
す
。
何
ら

か
の
理
由
に
よ
り
就
業
が
不
可
能
に
な
っ
た
と
き
に
、
就
業
規
則
な
ど

の
定
め
に
よ
り
適
用
さ
れ
ま
す 

 
 

 

年
次
有
給
休
暇
は
労
働
の
義
務
を
免
除
し
、
そ
の
賃
金
を
保
証
す
る 

 
 

も
の
で
す
か
ら
年
次
有
給
休
暇
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
は
労
働 

 
 

義
務
の
あ
る
日
（
労
働
日
）
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
休
職
期
間
は 

 
 

労
働
義
務
を
免
除
さ
れ
た
期
間
で
す
。
休
職
発
令
さ
れ
た
者
が
年
次
有 

 
 

給
休
暇
を
請
求
し
た
と
き
は
、
労
働
義
務
が
な
い
日
に
つ
い
て
年
次
有 

 
 

給
休
暇
を
請
求
す
る
余
地
が
な
い
こ
と
か
ら
、
休
職
者
は
、
年
次
有
給 

 
 

休
暇
請
求
権
の
行
使
が
で
き
ま
せ
ん
。 

病
気
療
養
中
で
あ
っ
て
も
、
休
職
と
な
る
前
の
期
間
は
労
働
日
で
あ

り
、
免
除
さ
れ
る
べ
き
労
働
義
務
が
あ
る
の
で
有
給
休
暇
を
と
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
休
職
扱
い
に
な
る
ま
で
は
年
次
有
給
休

暇
を
取
得
で
き
る
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。 

 

Ｑ
２ 

パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
が
休
日
に
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
申
請
を
し
て

き
ま
し
た
。
「
休
日
に
年
次
有
給
休
暇
は
取
得
で
き
な
い
。
」
と 

回

答
し
て
よ
い
で
す
か
。 

 

Ａ
２ 

休
日
に
年
次
有
給
休
暇
を
取
得
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
週
４
日 

 
 

勤
務
（
月
・
火
・
水
・
木
が
労
働
日
、
金
・
土
・
日
が
休
日
）
の
パ
ー 

 
 

ト
タ
イ
マ
ー
は
、
金
曜
日
に
年
次
有
給
休
暇
を
取
得
す
る
こ
と
は
で
き 

 
 

ま
せ
ん
。
金
曜
日
は
休
日
で
、
休
日
は
労
働
義
務
の
な
い
日
、
そ
も
そ 

 
 

も
勤
務
す
る
必
要
の
な
い
日
で
す
。
労
働
義
務
の
な
い
日
に
、
労
働
義 

 
 

務
を
免
除
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
か
ら
、
年
次
有
給
休
暇
を
請
求
す 

 
 

る
余
地
は
あ
り
ま
せ
ん
。
労
働
日
で
あ
る
月
・
火
・
水
・
木
に
年
次
有 

 
 

給
休
暇
を
取
得
す
る
よ
う
に
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
の
方
に
話
し
て
あ
げ
て 

 
 

く
だ
さ
い
。 
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「
休
職
中
、
休
日
に
年
次
有
給
休
暇
は
取
得
で
き
ま
す
か 

」 

 
 

職 

場 

の 

Ｑ 

＆ 

Ａ 

□編集後記――先が見えない時代、あるいは環境のなかで、あるべき身

の処し方とは何か？ 不安を抱えながらも私たちは、また私たちの社会

はどこへ行こうとしているのか？ 今号も期せずして、そんな話題にふ

れた論稿が並びました。東日本大震災・福島原発災害を前後して、本屋

には、『世界史の‥‥』『‥‥の社会』『‥‥哲学』など、日本の研究

者たちが世界的視野に立って展開したスケールの大きな著作も売られて

います。先が見えない時だからこそ、そのようなものが求められている

ということなのでしょうか。より多くの人々が、今の時代を解きほぐし

ていく、社会保険労務士・行政書士事務所としての私たちも、そんな一

端を担えればと思っています。               （Ｎ） 

「
先
が
見
え
な
い
と
き
こ
そ
」 

１ 

震
災
・
津
波
・
原
発
と
、
毎
日
暗
い
ニ
ュ
ー
ス
が
続
く
。
特
に
、
放

射
能
に
よ
る
大
気
と
食
物
の
汚
染
は
、
私
た
ち
が
体
験
し
た
こ
と
の
な
い

目
に
見
え
な
い
恐
怖
で
あ
り
、
目
に
見
え
な
い
だ
け
に
負
の
イ
メ
ー
ジ
は
無
限
大
に
膨
ら

み
続
け
る
。
こ
れ
に
、
輪
を
か
け
て
い
る
の
が
、
政
治
の
混
乱
で
あ
る
。 

 
 

震
災
復
興
に
向
け
て
、
多
く
の
日
本
人
が
励
ま
し
合
い
、
連
帯
も
広
が
っ
て
い
る
の
は

確
か
で
あ
る
が
、
生
命
・
身
体
・
経
済
生
活
の
不
安
の
中
で
、
「
先
が
見
え
な
い
」
と
い

う
雰
囲
気
は
ぬ
ぐ
い
き
れ
な
い
。 

も
と
も
と
震
災
前
か
ら
構
造
的
な
不
況
の
中
に
あ
っ
た
日
本
。
震
災
復
興
か
ら
真
の
経

済
復
興
ま
で
の
道
の
り
は
険
し
く
、
前
途
多
難
で
あ
る
こ
と
は
確
か
だ
。 

 
 

将
来
展
望
は
見
え
に
く
く
、
多
く
の
人
が
経
営
不
安
、
将
来
不
安
を
抱
え
て
い
る
。
目

の
前
の
仕
事
が
本
当
に
、
自
分
の
未
来
に
つ
な
が
っ
て
い
る
の
か
、
不
安
は
つ
き
な
い
。 

２ 

し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
時
こ
そ
、
目
の
前
に
あ
る
仕
事
を
自
分
に
与
え
ら
れ
た
課
題
だ

と
考
え
、
ど
ん
な
に
つ
ま
ら
な
く
て
も
一
心
不
乱
に
取
り
組
む
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
人

間
の
不
安
は
、
心
を
集
中
し
て
目
の
前
に
あ
る
課
題
に
取
り
組
み
格
闘
す
る
中
で
ど
こ
か

に
吹
き
飛
ん
で
し
ま
う
も
の
で
あ
る
。 

 

も
う
ひ
と
つ
大
事
な
こ
と
は
、
目
の
前
の
仕
事
に
取
り
組
む
と
同
時
に
、
将
来
の
理
想

と
目
標
を
明
確
に
イ
メ
ー
ジ
し
て
そ
の
実
現
の
た
め
に
一
つ
一
つ
打
つ
べ
き
手
を
打
つ
こ

と
で
あ
る
。 

３ 

試
練
は
、
人
間
を
強
く
す
る
。 

経
営
の
神
様
と
言
わ
れ
た
松
下
幸
之
助
は
「
岐
路
に
立
ち
つ
つ
」
と
い
う
エ
ッ
セ
ー
の

中
で
、
動
物
園
の
動
物
た
ち
が
危
険
な
荒
野
を
駆
け
回
っ
て
い
た
こ
ろ
の
気
持
ち
を
引
き

合
い
に
出
し
な
が
ら
、
次
の
よ
う
に
い
う
。 

 
 

「
お
た
が
い
に
、
い
っ
さ
い
何
の
不
安
も
な
く
、
危
険
も
な
け
れ
ば
心
配
も
な
く
、
し

た
が
っ
て
苦
心
す
る
必
要
も
な
け
れ
ば
努
力
す
る
必
要
も
な
い
。
そ
ん
な
境
遇
に
あ
こ
が

れ
る
こ
と
が
し
ば
し
ば
あ
る
。
し
か
し
、
は
た
し
て
そ
の
境
遇
か
ら
力
強
い
生
き
が
い
が

生
ま
れ
る
だ
ろ
う
か
、
や
は
り
次
々
と
困
難
に
直
面
し
、
右
す
べ
き
か
左
す
べ
き
か
の
不

安
な
岐
路
に
立
ち
つ
つ
も
あ
ら
ゆ
る
力
を
傾
け
、
生
命
を
か
け
て
そ
れ
を
切
り
抜
け
て
い

く
…
そ
こ
に
こ
そ
人
間
と
し
て
一
番
充
実
し
た
張
り
の
あ
る
生
活
が
あ
る
と
も
い
え
よ

う
。
困
難
に
心
が
弱
く
な
っ
た
と
き
、
こ
う
い
う
こ
と
も
ま
た
考
え
た
い
。
」 

 
 

日
々
の
経
営
に
先
が
見
え
な
い
と
い
う
経
営
者
も
多
い
と
思
う
。
し
か
し
、
松
下
氏
が

い
う
よ
う
に
、
不
安
な
岐
路
に
た
ち
つ
つ
も
あ
ら
ゆ
る
力
を
傾
け
、
生
命
を
か
け
て
そ
れ

を
切
り
抜
け
て
い
く
気
概
を
持
ち
た
い
も
の
で
あ
る
。 

と
な
り
の
弁
護
士 

パ
ー
ト
ナ
ー
ズ
法
律
事
務
所
長 

 

弁
護
士 

原 

和
良 
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時 言   

「最近の若い職員は…」 
 

 よく経営者の方から最近の学卒新入社員について、「コ

ミュニケーション能力やチャレンジ精神を持つ者が少な

い」「自分で問題を解決しようとする当事者意識を有する

者が少ない」「失敗することについて免疫がない」という

つぶやき、悩みを聞きます。一方、「自分のキャリアにつ

いて自分なりの意思を持ち、ITを駆使して情報を収集する

能力に長けている者が多い」「知識欲や自己を成長させた

いという意欲が旺盛である」という評価もされているよう

です。こんな問題に一つの解を与えようとしたのが、厚生

労働省が８日に発表した労働経済白書です。 

【40代以上の世代と20代の世代が経験した時代】 

 1960年国民所得倍増計画発表、1968年GNP世界２位。

1973年第一次石油危機、1979年第二次石油危機が発生し

たものの安定成長軌道への転換を成し遂げ、そしてバブル

経済と呼ばれる企業の好業績が続く時代。その時代に入職

し青年期以上を経験し、記憶があるのが1970年代までの生

まれ、いまの40代以上の世代です。 

1990年にバブル経済は崩壊し、金融機関の経営が悪化

し、不況が深刻化する時代。その時代しか経験せず、バブ

ル経済時代の記憶がない世代が1980年代以降生まれです。 

 「白書」は、「学校を卒業して入職した時期が景気回復

期であったか、後退期であったか…各世代が体験した時代

状況は大きく異なっており、こうしたことが、その後の働

き方や就業意識にも大きな影響を与えている可能性があ

る」と指摘します。 

【意識面での世代ギャップ】 

 バブル経済崩壊後、厳しい経営環境の下で、正規雇用の

絞り込みが行われ、派遣法の「改正」とあいまって若年層

の非正規雇用比率が増大しました。大学進学率が1990年

24.6％から2010年50.9％に急上昇したにもかかわらず就職

難。 

 社会環境が変化する中で、「意識面の世代間ギャップも

懸念」されます。「白書」が引用している（独）労働政策

研究・研修機構の「入職初期のキャリア形成と世代間コ

ミュニケーションに関する調査」（2011年。有効回収数

3,392社）中の「世代ごとにみた入職初期の資質」に関する

調査をグラフにしました（参照）。「A 組織が求める役割

を果たそうとする意識が強い」か「B 自分の取り組みたい

仕事へのこだわりが強い」かという調査で、バブル期まで

に採用された40代以上では、Aが56.7％、Bが10％、中間

（どちらともいえない）が33.3％であったのに対し、2000

年代に採用された20代では、Aが17.2％、Bが31.8％、中間

が51％という結果です。こうした意識の違いは、キャリア

観の違いとしてもあらわれ、40代以上は「会社の業務に取

り組む中で自らのキャリアが高まると考える」人が47.3％

にのぼるのに対し、20代はわずか14.5％しかいません。 

 

 なかなか興味深い分析ですが、ではどう解決するのか、

その解はまだ見えてきません。 

2面 労使トラブル110番 

 「勤怠不良の従業員の退職金を減額することはできますか」 

3面 メンタルヘルスを考える   「復職者は元の職場に復帰させるべき？」 

4面 「行政書士の事件簿」  

 「「NHK受信料を払え」と集金人が訪ねてきたが…」  

5面 年金相談の現場から   「国民年金は何歳で元が取れるの」 

 

「税金おとな相談室」 税理士・関根忍先生の連載 

6面 職場のQ&A  「休職中に年次有給休暇は取得できますか」 

 

「となりの弁護士」 弁護士・原和良先生の連載 

 

東京都新宿区内の神社で 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２０代

３０代

４０代以上

【世代ごとにみた入職初期の資質】

会社帰属意識

どちらともいえない

自分の仕事に取り組み

たい

資料出所：（独）労働政策研究・研修機構  



 

 

労使トラブル110番    労働相談メール roudou@officesup.com  
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【退職金規程に減額規定はあるか？】 

遅刻・早退・欠勤を繰り返した社員の退職金を

減額する場合は、まず退職金規程に減額する旨

の記載が必要です。 

もともと退職金は、法律上設けることが義務付けら

れているわけではありませんので、退職金制度がない

会社も少なくありません。退職金規程がない会社が、

功労に謝して退職慰労金のようなものを支給すること

がありますが、この場合は任意的恩恵的給付となりま

す。一方、就業規則等に退職金支給に関する規定があ

る場合には、退職金は恩恵的な給付ではなく、退職時

に支払われる後払い賃金、労働基準法上の賃金に該当

することになります。通達でも、「退職金、結婚祝

金、死亡弔慰金、災害見舞金等の恩恵的給付は原則と

して賃金とみなさないこと。但し、退職金、結婚手当

金等であって労働協約、就業規則、労働契約等によっ

て予め支給条件の明確なものはこの限りでないこ

と。」（昭和22.9.13基発17号）としています。貴社

の場合、退職金規程に基づいて退職金を支給していま

すので、労働基準法上の賃金に該当することになりま

す。 

また、退職金に関しては、労働基準法第89条3号の2

において、「退職手当の定めをする場合においては、

適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び

支払の方法並びに退職手当の支払の時期に関する事

項」を就業規則に記載しなければならないことになっ

ています。そして、その減額や不支給事由を設ける場

合には、退職手当の決定、計算及び支払の方法に関す

る事項に該当しますので、就業規則に記載しなければ

なりません。 

したがって、退職金規程があるにもかかわらず対象

者に支給しなかったり、減額に関する規定がないにも

かかわらず退職金を減額して支給したりすることは、

賃金支払いについて定められた労働基準法第24条違反

となります。 

【行為の程度と減額の程度が合理的か？】 

さらに、退職金規程に減額規定があるからといっ

て、必ずしも退職金の減額が認められるわけではあり

ません。当事者の行為の程度と減額の程度が合理的で

あるかどうかも判断基準とされます。 

退職金不支給に関する裁判例では、「退職金の全額

を失わせるに足りる懲戒解雇の事由とは、労働者に永

年の勤続の功を抹消してしまうほどの不信があったこ

とを要し、労基法20条但書の即時解雇の事由よりさら

に厳格に解すべき」（橋本運輸事件、昭和47.4.28名古

屋地判）、「就業規則に懲戒解雇された者には退職金

を支給しない旨の規定がある場合にも、退職金不支給

が許されるのは、労働者の過去の労働に対する評価を

抹消させてしまう程の著しい不信行為があった場合に

限られる。」（トヨタ工業事件、平6.6.28東京地判 ）

などがあります。 

 もちろん退職金の減額ですから、全額不支給の場合

ほどの事由は求められませんが、当事者の行為の程度

と減額の程度が妥当であるかどうかが判断されるので

す。 

【減額支給を認めた裁判例より】 

 懲戒解雇に伴う退職金不支給を争ったケースで、退

職金の割合的支給を認める裁判例を以下に紹介しま

す。 

当該行為の具体的内容と被解雇者の勤続の功労など

の個別的事情に応じ、退職金のうち一定割合の支払い

が認められる場合があります。小田急電鉄事件（東京

高判平15.12.11）では、退職金の賃金後払い的性格を

強調し、重大な不信行為がない限り不支給は認められ

ないとしたうえで、会社と直接関係のない非違行為を

理由に、全額不支給とするのは、不利益処分一般に要

求される「比例原則」に反すること、過去に、懲戒解

雇の場合であっても、一定の割合で減額された退職金

を支給した例があったことなどから、3割分の支払い

を認めています。同様に、ヤマト運輸事件（東京地判

平19.8.27 労経速1985-3）では、33％相当額が、東

京貨物社事件（東京地判平15.5.6 労判857-64）で

は、55％相当額が、橋元運輸事件（名古屋地判昭

47.4.28 判時680-88）では、40％相当額の支払いが

認められています。 

 

   

    勤怠不良の従業員の退職金を減額することはできますか 
 

  

 当社の従業員が退職することになりました。この社員は、欠勤・遅刻・早退が多く、給与については給与

規程に基づき減額支給していましたが、退職金についても減額支給したいと考えています。退職金も減額す

ることが可能でしょうか？当社の退職金規程には減額する規定は設けていません。 
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国民年金は何歳で元が取れるの 
 

国民年金についての相談を受けていると、必ず訊かれると言って良い質問です。 

ただ、訊かれる時のパターンには、「①自分が払ってきた保険料との比較」「②受給開始年齢による比較（繰上受

給・原則受給・繰下受給）」の２通りがあります。 

 

まず、①については生年月日によります。昭和２１年４月２日生まれの人が第１号被保険者として４０年支払った場

合（計算過程は割愛させていただきます）、年金額（平成２３年度価格：７８８，９００円）が変動しない前提だと、

４年２ヶ月で元が取れます。 

さらに、６０歳時に繰上受給していたとすれば、元が取れるまでの期間が６５歳１０か月に延び、７０歳で繰下受給

する場合は７３歳０か月に短縮されます。 

ちなみに、今後支払う保険料の改定率を１とし、年金は６５歳から受給する（金額は変動しない）前提で試算をして

みると、昭和４１年４月２日生まれの人は７３歳４か月、平成３年４月２日生まれの人は７５歳４か月で元が取れま

す。 

 

 ②については、今年４月に６０歳に到達する人が、受給開始年齢を、Ａ：６０歳、Ｂ：６５歳、Ｃ：７０歳にした場

合の受給額累計を、年金額が変動しない前提で試算してみたところ、以下の結果になりました。 

・ＡがＢを上回っているのは７６歳６か月まで 

・ＡがＣを上回っているのは７９歳８か月まで 

・ＢがＣを上回っているのは８１歳１０か月まで 

 

 国民年金は納付済月数と年金額は比例しますが、支払った保険料と年金額は比例しません。従って、元を取れる時期

は、年齢や保険料を支払った時期、受給開始年齢によって大きく異なります。 

リタイア後の主な収入源が公的年金である人においては、元を取ることもさることながら、老後の生活を視野に入

れ、ある程度、生活資金の流れを明確にした上で、繰上請求などを行うことをお勧めいたします。 

■「ふるさと納税」って何？（その２） 

 

 さて前回、ふるさと納税の仕組みをお話ししました。 

このふるさと納税制度は、支出した翌年の所得税及び住

民税の額から控除される税額控除制度で、所得税につい

ては来年３月１５日、住民税については来年６月以降の

税額について一定額が控除される制度ですので、一時的

に所得税・住民税を前払いするようなものです。全額が

控除されないのは、本来の納税地域であるところの住所

地に配慮したものと思われます。 

 一方で、現金を伴わない「物資」などを取引先や被災

地などに提供した場合はどうでしょうか？ 

 国税庁では、「災害に関する主な税務上の取り扱いに

ついて」として、平成２３年３月２４日付のコメントを

出しています。 

 物資の場合、合理的に算定された金額で、直接の従業

員又はその親族については「福利厚生費」として損金処

理し、取引先への商品及び設備の寄贈は「交際費・寄

付金以外の費用」として損金処理をするとしていま

す。また、被災地域への自社製品の無償提供について

も、「交際費」や「寄付金」とはせずに、通常の費用

として損金処理するとしています。そして、被災取引

先への無利子貸付や債務免除も「寄付金」とはせず、

適切な科目を用いて処理をすることになります。 

また、同業者組合での分担支援金については、「組

合費」等として損金処理することになっています。 

 国税庁には詳しい経理処理は「広告宣伝費に準ずる

もの」としか記載されていませんが、対外的な説明も

含めて、営業外費用のくくりで「災害支援」勘定とす

るのも良いかもしれませんね。 

黒子とグレ子の「税金おとな相談室」（第29回） 

税理士 関根 忍 


